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平成 25 年安全衛生管理自主点検表集計結果

１ 目的

滋賀労働局では、管内事業場が安全衛生管理上の問題点を自主的に改善するとともに、当行

政として管内事業場の安全衛生管理上の問題点等を把握し、今後の行政運営上の基礎資料とし

て活用するため、隔年ごとに自主点検を実施している。

２ 方法

30 人以上の労働者を使用する事業場を対象として平成 25 年 1 月に自主点検表を送付し、回

収した。回答用紙については、工業的業種対象と非工業的業種対象の 2 様式とした。

３ 結果

（１）回答状況

自主点検表送付対象事業場

（2937）について、有効回答数は

1682（57％）であった。
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（２）事業場規模別の労働災害発生状況

直近 3 年間の労働災害発生状況（平成 22 年～平成 24 年）について、事業場規模別に集計

したところ、無災害の比率は、50 人未満規模の事業場が最も高く、300 人以上規模の事業場

が最も低かった。

（３）安全衛生管理体制の構築状況

安全衛生管理体制の構築状況について、①安全管理者／衛生管理者／産業医の選任状況

②安全衛生推進者及び衛生推進者の選任状況並びに③安全（衛生）委員会又は衛生委員会の

設置状況を以下のとおり集計した。①～③の各集計において、「選任義務なし」及び「設置義

務なし」として回答されたものの一部には、労働者数及び業種に照らして選任義務及び設置

義務があるにも関わらず、正確な制度理解がなされていないために安全衛生管理体制が整備

されていないおそれがある事業場が含まれていると推認される。
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（４）リスク評価の実施状況と災害発生状況

工業的業種を対象とした「危険性又は有害性等の調査等（リスクアセスメント）を実施し

ていますか」の設問について、「イ 労働者への危険が予測される作業、化学物質等を選定し、

作業標準、機械設備等の仕様書、ＳＤＳ（化学物質等安全データシート）等の資料・情報を

入手し、危険性又は有害性等を調査し、リスク低減等の必要な措置を講じている」及び「ロ

上記イの調査を実施し、リスクの見積もりを行っているが、必要な措置は講じていない」の

回答を「している」に、「ハ リスクアセスメントの必要性は認めているが、実施には至って

いない」及び「ニ リスクアセスメントの必要性を認めないため、実施する予定はない」の

回答を「していない」に分類して集計した結果、下記①のとおりとなった。

また、非工業的業種を対象とした「リスク評価による職場改善をとり入れていますか」の

設問について、回答を集計した結果、下記②のとおりとなった。

さらに、下記①及び②の回答について、それぞれ「している」及び「していない」事業場

の直近 3 年間の労働災害発生状況を集計した結果、下記①－2 及び②－2 のとおりとなった。

下記①及び②について「している」事業場の割合は①71％及び②44％で、前回（平成 23

年）の①63％及び②37％をそれぞれ上回った。



（５）雇入れ時教育の実施状況

雇入れ時教育について、「自社で

実施」、「親企業での教育に参加」

「災害防止団対等の教育に参加」の

何れかを選択したものについて、

「している」に分類して集計した結

果、「している」事業場の割合は、

前回（平成 23 年）と同じ 90％だっ
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た。
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（６）健康診断の実施状況

定期健康診断及び雇入れ時健康診断の実施状況を集計した結果、定期健康診断及び雇入れ

時健康診断を「実施した」事業場の割合は 99％及び 74％で、前回（平成 23 年）の 88％

及び 66％をそれぞれ上回った。

（７）労働安全衛生マネジメントシステムの導入状況

「労働安全衛生マネジメントシステムにより管理を行っていますか」の設問について集計

した結果、「している」事業場の割合は 31％で、前回（平成 23 年）の 22％を上回った。

（８）職場における喫煙対策としてのガイドラインに基づく対策の実施状況

「職場における喫煙対策としてガイドラインに基づく次の対策を実施していますか」の設

問について集計した結果、「何らかの対策を実施している」事業場の割合は 92％で、前回（平

成 23 年）の 82％を上回った。
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（９）過重労働による健康障害防止のための総合対策の実施状況

「過重労働による健康障害防止のための総合対策により管理を行っていますか」の設問に

ついて集計した結果、「いる」事業場の割合は 66％で、前回（平成 23 年）の 60％を上回っ

た。

（10）メンタルヘルス対策の実施状況

「心の健康（メンタルヘルス）づくりのための指針により管理を行っていますか」の設問

について集計した結果、「何らかの取組を行っている」事業場の割合は 84％で、前回（平成

23 年）の 58％を上回った。

（11）滋賀県産業安全の日（11 月 15 日）について

「「滋賀県産業安全の日」実施に伴い事業場として何らかの行事を取り組みましたか」の設

問について集計した結果、「実施した」事業場の割合は 40％で、前回（平成 23 年）の 38％

を上回った。


